


1 

(取締役執⾏役員専務CFO 兼 グローバル戦略本部⻑  ⽇⼾ 興史によるプレゼンテーション) 

 

本日のプレゼンテーションでは、本題に入る前に、車載事業の譲渡決定に伴う情報開示の 

変更点についてご説明します。 

今回から、米国会計基準に則り、車載事業を非継続事業に分類して開示します。 

プレゼンテーションでは、継続事業の実績と見通しについてご説明いたします。 

 

それでは、本日の発表のポイントです。 3点あります。 

 

1つ目は、継続事業の１Q実績です。 前年からは減収減益となりました。  

制御機器事業と電子部品事業を中心に、事業環境の不透明感が増しており、 

売上高は社内計画を下回りました。 

一方、営業利益は慎重な固定費コントロールにより、計画通り着地しました。 

 

2つ目は、継続事業の通期見通しです。 

制御機器事業と電子部品事業は、期初想定を超える厳しい事業環境になっており、 

この不透明な事業環境が長期化することも想定しています。 

一方、社会システム事業、ヘルスケア事業、環境事業は引き続き堅調を見込んでいます。 

このような事業環境の下、短期、中期の収益構造改革を実行し、変化に対応していくことで、 

利益が出る構造の構築を目指してまいります。 

利益目標は射程圏内にあるため、通期見通しは変更しません。 

 

3つ目は、社会システム事業についてです。 

注力ドメインを担う社会システム事業が堅実に成長しています。 

本日は、事業構造や強みについて詳しく述べさせていただきます。 

 

それでは本日のご説明に入ります。 4ページをご覧ください。 
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まずは、車載事業の譲渡決定に伴う情報開示の変更点についてです。 

 

今回から米国会計基準に則り、車載事業を非継続事業に分類いたしました。 

それに伴い、通期見通しも、継続事業と非継続事業に分けて記載しています。 

先ほど申し上げた通り、今回の通期見通しは組み替えましたが、 

期初計画そのものからは変更していません。 

 

また、継続事業の当期純利益には、非継続事業の譲渡益は含んでいません。 

非継続事業の譲渡益は現在精査中であり、確定次第、あらためてご案内いたします。 

 

また、2019年度の期初計画に含めていた、全社業績変動リスクの売上高 100億円、 

営業利益 50億円は、すべて継続事業の見通しに含んでおります。 
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次に、セグメント別の変更点についてです。 

 

継続事業と非継続事業の分類にあたり、 

電子部品事業に売上高 +30億円、本社他に営業利益△35億円の 

組み替えが発生しています。 

  

電子部品事業は、これまで車載事業への内部売り経由で販売していた 

一部の商品を直接お客様と取引するよう商流を変更します。 

よって、直接取引となる 30億円が組み替えとなります。 

  

本社他には、車載事業がこれまで本社に支払っていたマネジメントフィーや 

ブランド使用料が無くなることによる影響を反映しました。 

 

非継続事業のPLについては、31ページをご覧ください。 
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そして、BSです。 

今回から非継続事業の資産および負債を、売却予定資産、売却予定負債として 

新たに記載しています。 

 

次に、継続事業の １Q実績についてご説明いたします。 

8ページをご覧ください。 
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継続事業の １Q実績はご覧の通りです。 

 

前年からは減収減益となりました。 

 

売上高は社内計画を下回りましたが、 

営業利益は慎重な固定費コントロールにより、計画通りの着地となりました。 
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次に、事業セグメント別の売上高をご覧ください。 

 

制御機器事業、電子部品事業は、事業環境が悪化し、かつ、 

前年の 1Qが好調だったこともあり、前年比で見ると大幅減収となりました。 

 

制御機器事業は、自動車・デジタルを中心にグローバルで設備投資需要が 

減速した影響を受けたものです。 

 

また、電子部品事業は、中国での売上や車載商品の売上が減少したことによります。 

 

なお、前年比では売上が大きく減少していますが、 

為替影響を除く内部予算比では、制御機器事業は △5％、 

電子部品事業は △3％であり、厳しい環境の中でも踏みとどまっています。 
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続いて、事業セグメント別の営業利益です。 

 

制御機器事業では、売上が下がったことで大幅減益となりました。 

しかし、 i-Automation!によるソリューションパッケージの提供、 

さらに売価施策や変動費コストダウンなどの自助努力が効いており、 

売上が減少する中でも、売上総利益率は前年から +1.8P改善しています。 

 

電子部品事業は、外販の売上減少や、利益率の高い制御機器事業向け 

内部売りの在庫調整の影響などにより、大幅減益となりました。 

もともと製造固定費率が高いビジネスで、売上減少が営業利益ダウンに結びつきやすい 

事業構造です。  

そのため、昨年から生産再編や事業構造改革を進めてまいりました。 

今後、その成果を早期に刈り取ってまいります。 
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このような厳しい環境の中においても、力強く売上成長を実現している商品が 

ありますので、ご説明いたします。 

 

制御機器事業で i-Automation!のコンセプトを体現する自走的商品として、 

最新鋭のX線基板検査装置 AXI、モバイルロボット、協調ロボットが、 

力強く売上成長を実現しています。 

 

AXIは、ADAS向けの高密度実装のニーズが高まっている 欧州の自動車メーカや 

自動車部品メーカのお客様などへの採用が進んでいます。 

新規のお客様へ参入する際のドアオープナーとしても役立っています。 

 

また、モバイルロボットや協調ロボットは、省人化が求められる食品・日用品などで 

採用が進んでいます。 

 

その結果、AXIは対前年 +10％を超え、 

モバイルロボットと協調ロボットは合わせて前年から +80％以上で伸びています。 

 

厳しい事業環境の中でも、これらの商品が競争力を発揮し、自走的商品として 

着実に成長しています。 

売上はまだまだ小さいですが、伸び率が高いため今後も期待しています。 

 

1Q実績の説明については以上となります。 

続いて、通期見通しです。 13ページをご覧ください。 
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まずは、マクロ環境認識についてご説明いたします。 

 

2Q以降の事業環境については、決して楽観視していません。 

計画を策定した 3月、4月時点の見立てよりも市場は悪化しており、 

期初に織り込んだ業績変動リスクの想定を超えるレベルで事業環境は 

大きく変化しています。 

 

米中貿易摩擦はグローバル経済の悪化を招いているだけでなく、 

経済圏や通商の枠組みの変更を迫るものとなっています。 

この影響がより鮮明になってきており、実際に、自動車・デジタル業界の設備投資や 

需要減速といった影響がすでにでてきています。 

 

ご存知の通り、6月のPMIは米国を除き、全エリアで50を下回るなど下方トレンドが 

継続しています。 グローバル経済の下げ止まりは今のところ確認できません。 

 

このような認識のもと、不透明な事業環境が長期化することも想定しています。 
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セグメント別の事業環境認識です。 

 

こちらのスライドは、2Q以降の事業環境認識が 

4月の決算発表時からどう変化したかについて記載しています。 

 

ご覧の通り、制御機器事業、電子部品事業では、期初想定を超える 

厳しい事業環境となる見通しです。 

顧客の慎重な投資姿勢は継続し、回復への不透明感が増しています。 

 

一方、国内中心の社会システム事業、BtoCのヘルスケア事業は、 

引き続き堅調を見込んでいます。 

 

制御機器事業については、次のスライドでご説明いたします。 
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こちらのスライドでは、制御機器事業の事業環境認識について 

エリア別に記載しています。 

 

中国の減速が他のエリアにも波及しており、このスライドに記載の通り、 

各エリアで事業環境が悪化しています。 

特に自動車とデジタルは、各エリアで回復時期が不透明になってきています。 
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継続事業の通期見通しはご覧の通りです。 

 

事業環境は大変不透明です。 

売上については厳しい状況ですが、営業利益はこだわって達成したいと考えています。 

したがって、計画の変更は行いません。 

 

しかし、事業環境の変化は激しいので、今後の業績推移の状況を見定めて、 

2Qでアップデートします。 

 

今後、CFOとして中長期成長に必要な打ち手は厳選して実行しつつも、 

同時に収益構造改革を進めてまいります。 

 

短期視点では、在庫管理の強化や経費コントロール、人財採用の見直しなどを 

実行します。 

 

中期視点では、電子部品事業の構造改革やバックライト事業の最適化、 

車載事業の譲渡についても、予定通り、完遂します。 

 

このような環境下でも、短期、中期の両面で確実に利益を創出する 

強い体質への転換を目指してまいります。 
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事業セグメント別の売上高です。 

 

電子部品事業には、非継続事業の組み替えを反映しています。 

他に変更はありません。 
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事業セグメント別の営業利益はご覧の通りです。 

 

本社他には、非継続事業の組み替えを反映しています。 

他に変更はありません。 
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4月の決算発表以降、投資家との面談の際に、車載事業売却後の継続事業に 

おける新たな注力ドメインとなるソーシャルソリューション、 

また、そのドメインの中核を担う社会システム事業について質問を受ける機会が 

増えました。 

 

本日は、社会システム事業の事業構造や強みについて詳しく述べさせて 

いただきます。 
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4月の決算でもお伝えしましたが、オムロンは今後、基幹商品やサービスの多くに 

参入障壁があり、高いシェアを持っている、この 3つのドメインに注力します。 

電子部品事業は、引き続き、この 3ドメインを支える 

デバイス/モジュール事業として位置づけます。 

 

新注力ドメインであるソーシャルソリューションは、 

駅務・交通を中心とする社会システムや 

エネルギーマネジメント関連の事業を中心に、 

社会インフラ領域において新たな価値の創出を幅広く目指すドメインです。 

 

そして、環境事業と共に、その中核を担うのが、今回ご説明する社会システム事業です。 
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社会システム事業は、「世界中の人々が、安心・安全・快適に生活できる社会を 

創造すること」をビジョンとして掲げており、社会インフラを中心に社会的課題を 

解決しています。 
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このスライドは過去 3年間と 2019年度計画の売上高と営業利益の推移を 

グラフで表したものです。 

 

国内の社会インフラ投資を背景に、顧客との強い関係をベースとして、 

売上、営業利益ともに堅実に成長しています。 

3期連続の増収増益を見込んでおります。 

 

ROICについても、15％を上回る水準で推移しています。 
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スライドでご覧いただいているのは、売上高の構成比です。 

この事業は、駅務機器・システムや災害時のシステム復旧に不可欠な 

無停電電源装置など、ユニークな製品を扱っています。 

 

駅務や交通事業の中でもシステム関連の売上が大きく、 

ハード売りに依存しない安定した事業構造を持っています。 

 

さらに、製品やシステムの保守・メンテナンス、エンジニアリング事業といったサービズが 

売上の 40%を占めています。 

 

また、この売上高の 98％が日本国内です。 
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主力の駅務・交通の領域では、長年かけて顧客との強い信頼関係を築いてきました。 

その顧客基盤を強みにして、市場シェアを高めています。 

 

例えば、駅の自動改札機や券売機といった駅務機器では、 

国内でおよそ 50%、また、信号機の制御や交通情報の提供などを行う 

交通信号管制システムは およそ 40%と、いずれも国内No.1のシェアを持っています。 
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強固な顧客基盤を構築できたのは、 

ソリューション自体をお客様から高く評価いただいているためです。 

ハードウェアとソフトウェアを組み合わせたシステムの構築から、エンジニアリングを含む 

保守サービスまで、ワンストップでソリューションを提供することで、 

さらなる課題を発見し、お客様の信頼に応え続けることができています。 

 

今後、我々のお客様を取り巻く環境は、これまで以上に安心・安全・快適を 

求めるように変化していきます。 

これまで培った実績と経験、また保有するセンシング機器の開発、 

ソフトウェア・システムの構築、そして保守・運用サービスの提供といった強みを活かして、 

この変化に対応していきます。 

 

このような競合を寄せ付けない強みを持ち、今後も人々の生活に欠かせない 

社会インフラを提供する事業として、安定的な成長を見込んでいます。 
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我々の生活を支える社会インフラにおいては、社会的課題がますます深刻化しています。 

社会のスマート化は必須です。 

 

社会システム事業を通じて、社会的課題を解決することで、スマート社会を実現し、 

事業成長につなげます。 今後とも、ご期待下さい。 
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これまでお話ししたように、事業環境の不透明感が増しており長期化も想定される 

非常に厳しい状況だと認識しています。 
 

事業環境悪化による影響については精査の上、 

10月の決算発表で改めて状況をアップデートいたします。 
 

短期的に見ると、特に制御機器事業と電子部品事業には逆風が吹いています。 

しかし、一方で、人手不足や高齢化の加速といった社会的課題は 

ますます深刻化しています。 これらの社会的課題は不変であり、 

それを解決するソリューションがますます求められています。 

我々のドメインが成長領域であることに変わりはありません。 
 

今回の市場変化は、自らを鍛え、将来の浮上力を高めるチャンスだと考えています。 

景気回復時には一気に成長して、競合に差をつけられるよう、 

今取り組むべきことに、きっちりと取り組んでまいります。 
 

そして最後になりますが、今回初めてEuronext（ユーロネクスト）社と、 

Vigeo Eiris（ビジオ アイリス）社が協同で選定するESGインデックスに選定されました。 

オムロンのESG、そしてサステナビリティへの取り組みが評価されたことを 

大変名誉なことだと考えています。 

これからもインティグリティとサステナブルグロースを両立して 

コーポレートガバナンス責任を果たしてまいります。 
 

私の説明は以上です。ご清聴ありがとうございました。 
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